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                             告 示 第 ２ １ 号 

令和２年１２月２８日  

 

地方公務員法及び熊本県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例の規定に基づき、令和元年度人事行政の運営等の状況について公表する。 

 

                  熊本県後期高齢者医療広域連合長 大西 一史 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 (1)職員の任免状況 

  ①任命者数（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） 

   １０人（構成市町村からの派遣による） 

 

  ②任命解除者数（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） 

   １０人（構成市町村及び熊本県国民健康保険団体連合会からの派遣期間満了による） 

 

 (2)職員数の状況（特別職及び非常勤職員を除く） 

   ３２人（平成３１年４月１日現在） 

 

 (3)所属別職員数 

（表中の平成３０年度・令和元年度は、その年度の４月１日現在） 

  ①広域連合事務局 ３２人（注１） 

区分 平成３０年度 令和元年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

事務局次長 １人 ３人 ０人 

総務課 ６人 ５人 －１人 

事業課 １０人 １２人 ＋２人 

給付課 １３人 １２人 －１人 

会計室  ５人 ５人 ０人 

注１：平成３０年度の給付課１３名中１名（事務局次長）、会計室５名中３名（事務

局長及び総務課職員（２人））は兼務。 

  ：令和元年度の総務課５名中１名（事務局次長）、事業課１２名中１名（事務局

次長）、給付課１２名中１名（事務局次長）、会計室５名中３名（事務局長及

び総務課職員（２人））は兼務。 

 

 ②選挙管理委員会事務局 ３人（注２） 

区分 平成３０年度 令和元年度 増減 

書記長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

   注２：平成３０年度の書記長は広域連合事務局の事務局長が兼務 
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令和元年度の書記長は広域連合事務局の事務局次長が兼務 

平成３０年度の書記は総務課長及び総務課の職員が兼務 

令和元年度の書記は広域連合事務局の事務局次長及び嘱託職員が兼務 

 ③監査事務局 ３人（注３）   

区分 平成３０年度 令和元年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

注３：平成３０年度の事務局長は広域連合事務局の事業課長が兼務 

令和元年度の事務局長は広域連合事務局の事務局次長が兼務 

平成３０年度の書記は総務課と給付課の職員が兼務 

令和元年度の書記は事業課と給付課の職員が兼務 

 

 ④議会事務局 ３人（注４） 

区分 平成３０年度 令和元年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

注４：事務局長は広域連合事務局の会計室長が兼務（平成３０年度・令和元年度とも

に）書記は総務課の職員が兼務（平成３０年度・令和元年度ともに） 

 

(4)派遣元団体からの派遣数状況 

 （表中の平成３０年度・令和元年度は、その年度の４月１日現在） 

①広域連合事務局 ３２人 

派遣元自治体等 平成３０年度 令和元年度 増減 

熊本市 ８人 ９人 ＋１人 

八代市 ２人 ２人 ０人 

人吉市 １人 １人 ０人 

荒尾市 １人 １人 ０人 

水俣市 １人 １人 ０人 

玉名市 １人 １人 ０人 

天草市 ２人 ２人 ０人 

山鹿市 １人 １人 ０人 

菊池市 １人 １人 ０人 

宇土市 １人 １人 ０人 

上天草市 １人 １人 ０人 

宇城市 １人 １人 ０人 

阿蘇市 １人 １人 ０人 

合志市 １人 １人 ０人 

大津町 １人 １人 ０人 

津奈木町 １人 １人 ０人 

球磨村 １人 １人 ０人 
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美里町 １人 １人 ０人 

南関町 １人 １人 ０人 

南小国町 １人 ０人 －１人 

湯前町 １人 ０人 －１人 

益城町 １人 ０人 －１人 

国保連 １人 ０人 －１人 

山江村 ０人 １人 ＋１人 

御船町 ０人 １人 ＋１人 

菊陽町 ０人 １人 ＋１人 

 

②選挙管理委員会事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成３０年度 令和元年度 増減 

熊本市 ３人 １人 －２人 

天草市 ０人 １人 ＋１人 

嘱託職員 ０人 １人 ＋１人 

  

③監査事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成３０年度 令和元年度 増減 

八代市 １人 １人 ０人 

熊本市 １人 ０人 －１人 

山鹿市 １人 ０人 －１人 

阿蘇市 ０人 １人 ＋１人 

大津町 ０人 １人 ＋１人 

 

④議会事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成３０年度 令和元年度 増減 

 熊本市  ２人 ２人 ０人 

大津町 １人 ０人 －１人 

津奈木町 ０人 １人 ＋１人 

 

２ 職員の人事評価の状況 

評価の方法 評価者 評価結果の活用 

熊本県後期高齢者医療広域連合職員の人事評価

実施要綱に基づき、次のとおり評価を実施 

・評価対象者：事務局次長級以下の職員 

・評価項目：能力評価（倫理、構想、判断、説明・

調整、業務運営、組織統率・人財育成、課題対

応、協調性、業務遂行、知識・技術、コミュニ

ケーション） 

別表のと

おり 

派遣元自治体への

情報提供及び人材

育成 
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※別表 

被評価者 一次評価者 二次評価者 

班員 主査 課長 

主幹・主査 課長 事務局次長 

事務局次長 事務局長 事務局長 

 

３ 職員の給与の状況 

(1)人件費相当負担額の状況（注５） 

年度 歳出額（Ａ） 

（一般・特別会計） 

人件費（Ｂ） 

（一般職の 32 人、

職員手当に係る共

済費を除く） 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

（参考） 

平成３０年度の 

人件費率 

令和元年度 287,922,277千円 215,732千円 0.075％ 0.079％ 

注５：派遣元団体から派遣されている職員の人件費については、管理職手当・通勤手

当・管理職員特別勤務手当・時間外勤務手当・休日勤務手当は広域連合から直

接支出し、それ以外の人件費については派遣元から支出となっている。なお、

派遣元から支出された人件費については、年度末に精算し派遣元に人件費負担

金として支出している。地方公務員災害補償基金負担金を含む。 

(2)時間外勤務手当の状況 

支給実績（令和元年度決算）  1,410,420円 

職員１人あたり平均支給年額（令和元年度決算） 52,237円 

支給実績（平成３０年度決算）  3,621,424円 

職員１人あたり平均支給年額（平成３０年度決算） 134,126円 

(3)その他の手当（令和元年度決算） 

手当名 内容 支給実績 

支給職員１人

当たり平均支

給年額 

管理職手当 管理又は監督の地位にある職

員に支給されます。 
3,991,200円 782,240円 

通勤手当 交通機関などで通勤すること

を常例としている場合に支給

されます。 

2,644,050円 120,184円 

管理職員特別

勤務手当 

管理職手当の支給を受ける職

員が臨時又は緊急の必要その

他の公務の運営の必要により

週休日又は休日等に勤務した

場合に支給されます。 

－ － 

休日勤務手当 休日等において正規の勤務時

間中勤務することを命ぜられ

た職員に支給されます。 

47,008円 11,752円 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成３１年４月１日現在） 

 (1)勤務時間の状況 

  区分 内容 

勤務時間 週３８時間４５分 

休憩時間 正午から午後１時まで 

勤務時間の割り振り 
午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午前９時１５分から午後６時まで 

週休日 土曜日・日曜日 

  

(2)休暇の設置状況 

年次有給休暇 年２０日以内 

病気休暇 連続して９０日以内 

主な 

特別休暇 

忌引休暇 続柄に応じ１～１０日 

結婚休暇 ５日以内 

産前・産後休暇 各８週（双子以上は各１４週） 

子の看護のための休暇 小学６年生まで年５日（２人以上年１０日） 

夏季休暇 年５日（７～９月の期間） 

 

５ 職員の休業に関する状況 

  延べ件数 １件 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(1)分限処分の状況 

延べ件数 １件 

 

(2)懲戒処分の状況 

令和元年度において処分はない。 

 

７ 職員の服務の状況 

(1)職務専念義務免除の状況 

延べ件数 ３３件 

 

(2)営利企業等従事許可の状況 

延べ件数  ０件 

 

８ 職員の退職管理に関する状況 

 令和元年度において、退職をした職員はいない。 
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９ 職員の研修の状況 

(1)研修の状況 

主催 研修名 参加人数 

熊本県市町村職員

研修協議会 

法制執務研修、新任課長研修、セキュリティ基

礎コース、わかりやすい文書・資料づくり講座、

ＩＴ研修（Word応用、Excel応用（マクロ）、

Excel応用（関数）、Access 基礎、PowerPoint

基礎、PowerPoint応用）、ハード・クレーム対

応研修、契約事務研修（基礎・応用）、サービ

ス向上研修 

（延べ）２５人 

日本経営協会 ①自治体職員のための契約事務入門 

②地方自治体のための債権管理セミナー 

①１人 

②１人 

地方公共団体情報

システム機構 

①e-ラーニングによる情報セキュリティ研修 

②専門 e-ラーニング研修 

①３６人 

②１２人 

総務省 ①e-ラーニングによる情報連携に向けた研修 

②オンライン資格確認等システムの導入並び

に医療保険者等向け中間サーバーの更新等に

関する説明会 

①１６人 

②２人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1)公務災害の発生状況  ０件 

 

(2)勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成３０年度からの継続事案はなく、また、令和元年度においても新たな措置要求

もなかった。 

 

(3)不利益処分に関する不服申立ての状況 

平成３０年度からの継続事案はなく、また、令和元年度においても新たな不服申立

てもなかった。 


